
資料２－２

重要な調達についての事前審査（第３四半期執行予定分）

○ 取組概要
重要な調達（契約）に関し、予算執行の必要性、効率性、公平性、透

明性、競争性等を確保する観点から、有識者が参画する審査委員会等に
おいて事前審査を行う。

重要な調達についての事前審査にあたっては、「予算監視・効率化チーム」は、調達
担当局課に設置する審査委員会又は大臣官房会計課に設置する物品・役務等契約監視委
員会（公共工事については大臣官房文教施設企画部に設置する「入札監視委員会」）に
審査事務を委任し、審査結果の報告を受けることとされているが、平成２２年度第３四
半期執行予定分については１２件の委任を行った。

以下では、１０月２０日までに報告を受けた８件について審査結果等を取りまとめる。
残りの４件（別紙１（３）参照）の審査については、今後順次実施し、次回のチーム会
合で報告することとする。

また、前回のチーム会合において事後報告扱いとなった平成２２年第２四半期分の１
０件（別紙１（４）参照）の調達について、本資料において審査結果等を取りまとめる。

１．審査対象

（１）政策評価体系における各政策目標を構成する経費に含まれる委託費による契約

○審査対象案件 計３件

＜契約方式別内訳＞

契 約 方 式 件 数
一般競争契約 ２件
企画競争 １件

計 ３件

（２）予定価格が１億円（随意契約については1500万円）以上の契約

○審査対象案件 計５件

＜契約方式別内訳＞

契 約 方 式 件 数
一般競争契約 ２件
競争性のない随意契約 ３件

計 ５件

２．審査結果の概要

事前審査の結果、５件について以下の指摘事項・改善点等があった。
(詳細は別紙１（１）、（２）のとおり）

○主な指摘事項・改善点等

【指摘事項・改善点】

・１つの事業に対して、準備と実施に分けて総合評価落札方式による一般競
争入札により業者を選定し契約をしているが、仕組みとして無理があるの
ではないか。 【No.１、２】



【その他意見】

（１）一般競争入札としていることは相当であると思うが競争性が実質的に確
保されているか検証と工夫を怠らないこと。 【No.４、５】

（２）平成２３年度から一般競争に移行することとされているが、移行にあた
っては、効率性に配慮しつつ、先行して一般競争に移行した「中学校卒業
認定試験」での実施状況を検証するなど、「試験問題」印刷の機密性を十
分確保した契約内容となるよう留意すること。 【No.６】

※その他、指摘事項・改善点等なし ３件

＜第２四半期分で事後報告となった調達＞

前回のチーム会合開催時には事前審査が未実施であり、今回のチーム会合で事後報告
することとなった１０件（別紙１（４）参照）の審査結果を以下に報告する。

事前審査の結果、１件について以下の意見があった。(詳細は別紙１（４）のとおり）

○主な指摘事項・改善点等

【指摘事項・改善点】

なし

【その他意見】

（１）コンソーシアム構成機関等の間での情報共有にあたっては、Ｗｅｂ上
で情報共有や議論ができるよう対応すること。 【No.８】

（２）業務全般にわたっての実質的な担当者を明らかにするとともに、責任
体制を明確にすること。 【No.８】

※その他、指摘事項・改善点等なし ８件

１件については、今回のチーム会合開催時においても事前審査が未実施であり、次
回のチーム会合で事後報告する。（別紙１の（４）No.９参照）



別紙１（資料２－２）

No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管局課名

1
平成２３年度全国学力・学習状
況調査を実施するための準備委
託事業に係る審査委員会

H22.9.17 民間事業者等 一般競争契約 1
確かな学力の
育成

全国学力・学習状
況調査の実施

初等中等教育局
参事官

2
平成２３年度全国学力・学習状
況調査を実施するための準備委
託事業に係る審査委員会

H22.9.17 民間事業者等 一般競争契約 3
確かな学力の
育成

全国学力・学習状
況調査の実施

初等中等教育局
参事官

3
「帰国・外国人児童生徒の受入
体制の整備」（追加公募）外部評
価員

H22．9．2～
H22．9．8

- 企画競争 1
教育機会の確
保のための特
別な支援づくり

学校運営支援事業
の推進（コミュニ
ティ・スクール等）

初等中等教育局
国際教育課

No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管局課名

4
文部科学省
「物品・役務等契約監視委員会」

H22.10.18 未定 一般競争契約 未実施 - -
国立教育政策研究
所

5
文部科学省
「物品・役務等契約監視委員会」

H22.10.18 未定 一般競争契約 未実施 - -
国立教育政策研究
所

平成23年度全国学力・
学習状況調査問題用紙
（小学校）の印刷

【指摘事項・改善点】
　なし

【その他意見】
・一般競争入札としていることは相当であると思うが競争性
が実質的に確保されているか検証と工夫を怠らないこと。

平成23年度全国学力・
学習状況調査問題用紙
（中学校）の印刷

【指摘事項・改善点】
１つの事業に対して、準備と実施に分けて総合評価落札方
式による一般競争入札により業者を選定し契約をしている
が、仕組みとして無理があるのではないか。

【その他意見】
　なし

【指摘事項・改善点等】
　なし

契約件名（予定） 指摘事項・改善点等

（２）予定価格が１億円（随意契約については1500万円）以上の契約

【指摘事項・改善点】
　なし

【その他意見】
・一般競争入札としていることは相当であると思うが競争性
が実質的に確保されているか検証と工夫を怠らないこと。

平成２３年度全国学力・
学習状況調査を実施す
るための準備委託事業
（中学校事業）

帰国・外国人児童生徒
の受入体制

平成２３年度全国学力・
学習状況調査を実施す
るための準備委託事業
（小学校事業）

「重要な調達についての事前審査（第３四半期執行予定分）」審査結果一覧

契約件名（予定） 指摘事項・改善点等

【指摘事項・改善点】
１つの事業に対して、準備と実施に分けて総合評価落札方
式による一般競争入札により業者を選定し契約をしている
が、仕組みとして無理があるのではないか。

【その他意見】
　なし

（１）政策評価体系における各政策目標を構成する経費に含まれる委託費による契約



No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管局課名契約件名（予定） 指摘事項・改善点等

6
文部科学省
「物品・役務等契約監視委員会」

H22.10.18
独立行政法人
国立印刷局

競争性のない
随意契約

- - -
大臣官房会計課用
度班

7
文部科学省
「物品・役務等契約監視委員会」

H22.10.18 教科書会社１９社
競争性のない
随意契約 - - -

初等中等教育局
教科書課

8
文部科学省
「物品・役務等契約監視委員会」

H22.10.18 教科書会社２社
競争性のない
随意契約 - - -

初等中等教育局
国際教育課

【指摘事項・改善点等】
　なし

在外日本人子女用教科
用図書（平成２３年度前
期）

【指摘事項・改善点等】
　なし

平成２３年度前期用教科
用図書

平成２２年度第２回高等
学校卒業程度認定試験
問題用紙及び解答用紙
の印刷

【指摘事項・改善点】
　なし

【その他意見】
・本件は、平成２３年度から一般競争に移行することとされて
いるが、移行にあたっては、効率性に配慮しつつ、先行して
一般競争に移行した「中学校卒業認定試験」での実施状況
を検証するなど、「試験問題」印刷の機密性を十分確保した
契約内容となるよう留意すること。



No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管
局課名

事業開始時期
（契約締結日）

1 - - 一般競争契約 -
ＩＣＴを活用した教
育・学習の振興

ＩＣＴの活用による
生涯学習支援事
業

生涯学習政策局
参事官付

平成22年11月下旬

2 - - 一般競争契約 -
ＩＣＴを活用した教
育・学習の振興

ＩＣＴの活用による
生涯学習支援事
業

生涯学習政策局
参事官付

平成22年12月下旬

3
HPCI基盤システム基本設計審査
委員会（仮）

- - 企画競争 -
科学技術振興の
ための基盤強化

高機能演算研究
基盤構築のための
研究開発

研究振興局
情報課

平成22年12月下旬

No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管
局課名

事業開始時期
（契約締結日）

4 国宝重要文化財等買取協議会 - -
競争性のない
随意契約

-
文化財の保存及
び活用の充実

-
文化庁文化財部
美術学芸課

審査委員会開催後に
決定のため未定

国宝重要文化財等買上げ
契約（複数件）

審査委員会：
調整中

　　＜予定価格が１億円（随意契約については1500万円）以上の契約＞

審査委員会
開催予定時期

契約件名（予定）

審査委員会：
平成22年12月上旬

HPCI基盤システム基本設
計（仮）

ＩＣＴの活用による生涯学習
支援事業
（国内における実態調査）

審査委員会：
平成22年12月中旬

（３）今後審査予定の調達

ＩＣＴの活用による生涯学習
支援事業
（生涯学習コンテンツの制
作・配信等第Ⅲ期）

審査委員会：
平成22年11月中旬

契約件名（予定）
審査委員会

開催予定時期

「ＩＣＴの活用による生涯学習支援
事業」の委託先の選定に係る技術
審査委員会

　＜政策評価体系における各政策目標を構成する経費に含まれる委託費による契約＞



No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管
局課名

1
「ＩＣＴの活用による生涯学習支援事業」の委託
先の選定に係る審査委員会 H22.8.19

(社)インターネットコ
ンテンツ審査監視
機構
他２者

企画競争 22
ＩＣＴを活用した教
育・学習の振興

ＩＣＴの活用による
生涯学習支援事
業

生涯学習政策局
参事官付

2
「ＩＣＴの活用による生涯学習支援事業」の委託
先の選定に係る審査委員会 H22.9.14

民間調査研究機関
等

一般競争契約 1
ＩＣＴを活用した教
育・学習の振興

ＩＣＴの活用による
生涯学習支援事
業

生涯学習政策局
参事官付

3
「ＩＣＴの活用による生涯学習支援事業（国外に
おける実態調査）」に係る審査会 H22.10.18

民間調査研究機関
等

一般競争契約 9
ICTを活用した教
育・学習の振興

ＩＣＴの活用による
生涯学習支援事
業

生涯学習政策局
参事官付

4
「教育改革の推進のための総合的調査研究」
委託事業審査委員会

H22.8.3～
H22.8.10

民間調査研究機関
等

一般競争契約 2
教育改革に関す
る基本的な政策
の推進等

教育改革の総合
的推進

生涯学習政策局
政策課

5 道徳教育総合支援事業審査委員会 H22.7.1～9.30
岩手県教育委員会
外21者

企画競争 22 豊かな心の育成
初等中等教育等
振興事業委託費

初等中等教育局
教育課程課

6
学力調査を活用した専門的な課題分析に関す
る調査研究企画案審査会 H22.7.23

国立大学法人東北
大学外２者

企画競争 3
確かな学力の育
成

全国学力・学習状
況調査の実施

初等中等教育局
参事官付

7
学校評価の評価手法等に関する調査研究事
業に係る企画案審査会 H22.6.23・24

株式会社野村総合
研究所外１７者

企画競争 18
地域住民に開か
れた信頼される
学校づくり

学校運営支援事
業の推進（コミュニ
ティ・スクール等）

初等中等教育局
参事官付

8 HPCIコンソーシアム運営事務局選考委員会 H22.9.2
独立行政法人理化
学研究所

企画競争 1
科学技術振興の
ための基盤強化

高機能演算研究
基盤構築のため
の研究開発

研究振興局
情報課

9
平成２２年度スポーツ・青少年局委託事業
（「青少年を取り巻く有害環境対策の推進」）
事業企画評価審査委員会

- - 一般競争契約 -
青少年の健全育
成

青少年を取り巻く
有害環境対策の
推進

スポーツ・青少年局
青少年課

No 審査委員会名 開催日
契約相手方
（予定含む）

契約方式 応札者数 施策目標名
計画作成対象
事業経費名

経費所管
局課名

10
国有文化財等（美術工芸品）保存修理事業協
力者会議 H22.8.24

財団法人
元興寺文化財
研究所

企画競争 1
文化財の保存及
び活用の充実

-
文化庁文化財部
美術学芸課

学校評価の評価手法等に関する
調査研究事業

（４）平成２２年度第２四半期分事後報告

ＩＣＴの活用による生涯学習支援事
業
（国内における実証的調査研究）

【指摘事項・改善点等】
　なし

契約件名（予定） 指摘事項・改善点等

　＜政策評価体系における各政策目標を構成する経費に含まれる委託費による契約＞

【指摘事項・改善点等】
　なし

【指摘事項・改善点等】
　なし

道徳教育総合支援事業
【指摘事項・改善点等】
　なし

学力調査を活用した専門的な課題
分析に関する調査研究

「ＩＣＴの活用による生涯学習支援
事業（国外における実態調査）」

ＩＣＴの活用による生涯学習支援事
業
（生涯学習コンテンツの制作・配信
等第Ⅱ期）

【指摘事項・改善点等】
　なし

【指摘事項・改善点等】
　なし

教育改革の推進のための総合的
調査研究

【指摘事項・改善点等】
　なし

国宝島根県荒神谷遺跡出土品保
存修理事業

【指摘事項・改善点等】
　なし

　　＜予定価格が１億円（随意契約については1500万円）以上の契約＞

契約件名（予定）

HPCIコンソーシアム運営事務

指摘事項・改善点等

青少年とメディアに関する調査研
究

-

【指摘事項・改善点】
　なし

【その他意見】
・ｺﾝｿｰｼｱﾑ構成機関等の間での情
報共有にあたっては、Web上で情報
共有や議論ができるよう対応するこ
と。
・業務全般にわたっての実質的な
担当者を明らかにするとともに、責
任体制を明確にすること。


